
「どうなる、次期介護保険制度改定のゆくえ」

２０２５年１２月１９日

一般社団法人全国コープ福祉事業連帯機構

常務理事 山際 淳

（社会保障審議会 介護保険部会委員他）

介護ネットみやぎ：２０２５年度第４回実務担当者会議・拡大研修会



本日のお話の内容

Ⅰ．２０２７年介護保険制度改定状況

Ⅱ．生協グループの政策提言や対応のすすめ方



Ⅰ．２０２７年介護保険制度改定状況

１．２０４０年に向けた環境変化
２．制度の持続可能性：給付と負担について
３．地域類型ごとのサービス提供のあり方
４．２０４０年に向けた地域包括ケアシステム
（医療介護、高齢者住まい、介護予防、相談・ケアマネ、認知症施策）
５．介護人材確保

※注釈なき資料は、社会保障審議会・介護保険部会資料より抜粋



2027年介護保険制度改定のスケジュール

出所：厚生労働省資料をコープ福祉機構で加工



１．２０４０年に向けて現役世代人口が急減する

出所：第１１６回社会保養審議会介護保険部会資料



地域によって異なる人口構造：2040年







「２０４０年検討会」のまとめ（概要）

出所：社会保養審議会介護保険部会資料より抜粋



２．制度の持続可能性・給付と負担について：２割負拡大について





配慮措置１



配慮措置２



ケアマネジメント利用者負担について



３．地域類型ごとのサービス提供：中山間・人口減少地域

出所：第１２６回社会保養審議会介護保険部会資料よりコープ福祉機構でとりまとめ



①地域類型の考え方



②特例介護サービスの新類型



②特例介護サービスの新類型



③包括評価のしくみ（案）



④事業として実施する仕組み



⑤事業者連携強化



⑥既存施設利用



大都市部・一般市対応：２４時間対応





４．２０４０年に向けた地域包括ケアシステムイメージ図



（１）医療・介護連携



（２）高齢者住まい確保イメージ



有料老人ホームに対する問題点の指摘



（３）介護予防・総合事業



介護予防・総合事業



介護予防・総合事業



介護予防・総合事業の実態



（４）身寄りのない高齢者等への相談業務



ケアマネジャーの資格要件見直し



ケアマネジャーの更新性・法定研修見直し



主任ケアマネジャーの位置づけ明確化



（５）認知症施策計画例



５．介護人材確保・プラットホームの充実



生産性向上の取り組み促進案



Ⅱ．生協グループの政策提言と対応のすすめ方

※注釈なき資料は、コープ福祉機構作成資料



「生協のアピール（提言）」概要：詳細は別紙参照

３．介護給付抑制と利用者負担増加については慎重な検討を
①利用者の２割負担者の拡大は慎重に検討すべき
②軽度者（要介護１、２）の「総合事業」への移行は行うべきではない
③居宅介護支援（ケアプラン）の利用者負担導入は行うべきではない

２．持続可能な介護保険制度と介護報酬の大幅アップ、介護職員の処遇改善を
①危機的な介護職員確保に向け、介護報酬の大幅アップと介護職の処遇改善を
②地域密着型サービス拡充に向けた抜本的な施策強化
③物価高騰・最低賃金アップに対応した報酬アップのスライド制導入
④税金と社会保険料の負担割合の見直し検討開始を

１．地域住民・高齢者が安心して暮らせる地域のしくみづくりを
①地域住民等の「互助」と生活支援サービス事業者との連携ネットワークの構築
②介護保険制度による専門的サービスと地域づくりとの連携
③「総合事業」は介護予防・地域づくりに向けたきっかけの事業として位置付けるべき



「生協のアピール（提言）」：地域で支えるしくみづくりのイメージ図

地域住民の参画意識向上
「支え合い＝互助」の仕組み

地域で生活支援サービスを展開する事業者
・行政・地域住民ネットワーク

①地域の支え合いの
しくみづくり＝生活
支援・介護予防のベ

ース

②自立支援サービスで
利用者の尊厳ある生活
を支える＝介護職員の

専門性発揮

③地域支援事業や総合事業は、介
護予防や地域づくりのきっかけづ
くりの事業として位置付ける

出所： コープ福祉機構作成

１．地域住民・高齢者が安心して暮らせる地域のしくみづくりを
～地域住民の力と事業者、専門職による連携で、地域包括ケアシステムの発展を目指す～
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１（１）地域の支え合いのしくみ：様々な形の「互助」の取り組み拡大

助け合い活動・お互い様活動など つながることで生きがいづくりや社会的孤立防止等

〇地縁組織だけで
はなく、地域の多
様な主体や地域住
民等による「互助
」活動

〇地域の関係者・
関係人口やSNS等
でつながることで
生きがいづくりや
孤立防止等

出所： 第３回共創社会研究会・豊明市資料を改編
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〇地域の事業者の
幅広い参加、地域
住民の参画

〇優良な生活支援
サービスが地域住
民に届くための実
効性あるしかけづ
くり

１（１）地域の支え合いのしくみ：事業者・行政・地域住民のネットワーク構築

〇厚生労働省は、事業者と行政をつなぐ「生活支援共創プラットホーム」を立ち上げ、各都道府県に広
げる予定。プラットホームに地域住民も関わり、生活支援コーディネーターとの連携強化により実効性
を高める事が重要。

内容
充実

出所： 第１２６回介護保険部会資料より抜粋
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〇介護保険制度の枠だ
けではない、地域全体
のサービス・取り組み
充実、環境整備が重要
。

１（３）地域支援事業・総合事業は地域づくりのきっかけづくり事業として

〇厚生労働省は、総合事業強化により、地域力を高めることとしている。介護保険財政を使った総合事
業だけでなく、総合事業は地域づくりのきっかけづくりの事業として明確化。地域を支える多様な主体
が関わる生活支援サービスや支え合いの地域づくりを構築する事が重要。

視野を
広げ、
構造を
変える

出所： 第１２６回介護保険部会資料より抜粋
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２（１）危機的な介護職員確保に向け、介護報酬の大幅アップと介護職の処遇改善を

8.3万円の差

前年対比4.6%UP

前年対比1.0%UP

社会保障審議会介護保険部会（第120回）令和7年５月19日資料３介護人材確保と職場環境改善・生産性向上、経営支援についてのデータを加工

• 介護関係職種の有効求人倍率は、全産業の約4倍。職員確保が困難な状況であり、その影響もあり、人材紹介業へ介護
保険料が流れる要因に。

• 職員が集まらない要因の一つは、過去に介護職員等処遇改善加算等により待遇改善がなされてきたが、令和5年度の全
産業との差は8.3万円／月であり、前年対比での上昇率は、全産業が4.6%に対して、介護職員は1.0％であり、今後も差
が拡大する可能性がある。

全産業と比べて約4倍
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２（２）地域密着型サービス拡充に向けた抜本的な施策強化

参考：全国中学校数 9,944

• 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）は、
地域包括ケアシステムのかなめとして整備が期待されているが、全国の自治体数（1,724；2025年9月24日時点）に対し
て、定期巡回・随時対応型訪問介護看護は1自治体当たり平均整備数は、0.8（整備割合81.0%）であった。

• また、複合型サービスにおいても0.6（整備割合64.3％）であり、地域包括ケアシステムの基本的圏域である中学校区域
に1つの想定には程遠い状況。

（文部科学省令和５年度学校基本統計（学校基本調査の結果）
令和５年 12 月 20 日）

地域包括ケアシステムの基本的圏域である「中
学校区域に一つ」、には程遠い整備状況

事業所数
中学校当たり

事業所数
整備割合

1,397 0.1 14.0%

5,361 0.5 53.9%

1,108 0.1 11.1%

3,747 0.4 37.7%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

小規模多機能型居宅介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護予防小規模多機能型居宅介護

※自治体数：総務省 e-Stat 政府統計の総合窓口 2025年9月24日時点
※サービス種類別事業所数：介護給付費等実態統計 令和7年4月審査分
※整備割合は、事業所数÷全国中学校数にて算出。

どの地域でも利用できるよう整備が必要
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低調な地域密着型サービスの普及状況

出所：厚生労働省資料より



２（２）地域密着型サービス拡充に向けた抜本的な施策強化

※出所：厚生労働省「介護給付費等実態統計（旧介護給付費等実態調査）」（各年４月審査分）
※出所：第137回社会保養審議会介護給付費分科会資料（２０１７年４月）より抜粋

• 当初、「定期巡回サービス」は2025年目標として利用者１５万人
→2024年度の利用者は4.21万人にとどまる
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出所：第21回医療介護総合確保促進会議 資料１

【介護分野の執行状況】※括弧内は国費
○予算総額（平成27年度から令和４年度）
７，７５４億円（５，１６９億円）

○交付総額（平成27年度から令和４年度）
７，５５２億円（５，０３４億円）

○執行総額（平成27年度から令和４年度）
５，８３８億円（３，８９２億円）

【留意点】
○ 未執行額（交付総額から執行総額を除いた額）には、
都道府県が計画的に確保している後年度の施設整備等に要
する費用が含まれる。

執行率 ７７．３％

未執行額は 1,714億円

• 地域医療介護総合確保基金を、介護人材の確保・定着の推進、地域密着型サービス拡充支援、物価高に対する事業者支
援などで活用強化が必要。
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２（３）物価高騰・最低賃金アップに対応した報酬アップのスライド制導入

• 2025年度の最低賃金は全国平均（加重平均）で2000年対比で1.7倍の1,121円。
• 物価高騰の影響があり、国民の生活や事業所の経営は厳しい状況にある。

厚生労働省 最低賃金に関するデータ・統計 最低賃金引き上げ率の推移より加工

1,121円

659円

2000年の数値を100とした場合の推移

最低賃金

介護報酬改定率
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• 2011年から2023年の12年間で、工事費単価（１㎡当たり）は、非木造で153.8%・木造で144.8%と大きく
上昇している。

工事実施額平方メートル当たり単価

千円

開業及び修繕に必要となる建築コストの上昇(2011年→2023年）

非木造153.8% up
木造 144.8% up

出所：令和６年９月 30 日総合政策局情報政策課建設経済統計調査室建築工事費調査（令和５年分）の調査を加工
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２（４）税金と社会保険料の負担割合の見直し検討開始を

出所：財務省 一般会計税収の収支よりデータ加工

一般会計税収の推移

出展：財務省のwebサイト消費税の使途に関する資料より https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/d05.htm#a04

社会保障の経費に占める消費税収の割合の推移

出展：財務省のwebサイトより https://www.mof.go.jp/policy/budget/topics/futanritsu/sy202503a.pdf

• 社会保障の経費に占める消費税収の割合やその額は増え（2014年:44.3%→2024年:57.4%)、税収全体も増加。
• 一方、国民負担率は年々増加（2014年:42.4%→2024年:45.8%)。

国民負担率（対国民所得比）の推移
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2040年に向け、介護費用は急激に伸び、保険料も急増する

２０００年 ２０２５年 ２０４０年 備考

介護費用全体 ３．６兆円 １４．３兆円 ２７．６兆円 急激に増加
高齢化・要介護者増加

1号保険料
（６５歳以上）

２,９１１円 ６,２２５円 ９,２００円 保険料増加
ただし、高齢人口が増加す
るため、一人当たり伸びは

２号保険料
（４０～６４歳）

２,０７５円 ６,２０２円 保険料急増
※労使折半
※協会けんぽの伸びを勘案
すると２０４０年には、１
万円を超える

２号保険料
協会けんぽ
※2000年は政管健保

０.５% １.５９% ２.６% ２０２５年→２０４０年
１６３％伸長

※財政制度審議会資料をコープ福祉機構で加工



現役世代（勤労者世帯）の社会保険料負担は年々増加



医療・介護費用の伸びに雇用者報酬・賃金は追いついていない



今後も現役世代の社会保険料は増加していく見通し



総務省統計局家計調査報告家計収支編2022年(令和４年)平均結果の概要、総務省統計局家計調査報告家計収支編2024年(令和6年)平均結果の概要
の65歳以上単身無職世帯（高齢単身無職世帯）の家計収支及び65歳以上夫婦のみ無職世帯（夫婦高齢者無職世帯）の家計状況データをもとに2ヵ年の増加割合を算出した。

⚫ 65歳以上の世帯の月あたりの赤字額が大幅に増加（夫婦世帯：52.9%、単身世帯：35.2%増）。
⚫ 消費支出も増加（夫婦世帯：8.4%、単身世帯：4.3%増）。医療費と食費の割合が上昇し、家計の負担が増している。

３（１）利用者の２割負担者の拡大は慎重に検討すべき
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３（２）軽度者（要介護１、２）の「総合事業」への移行は行うべきではない

• 要介護１・２のなかには、たびたび道に迷ったり買い物や金銭管理などにミスが生じる・電話や来客対応ができないと
いった認知症の症状がある方（「日常生活自立度Ⅱ」以上の方）が、７割近く存在している。

• このような方に対する介護が地域支援事業に移行すると、専門職の介入がなくなり重度化を招く懸念がある。

平成25年９月４日給付費分科会資料より抜粋
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３（３）居宅介護支援（ケアプラン）の利用者負担導入は行うべきではない

• 自立支援ケアから逸脱したケアプランになる懸念
• 自己負担増加によるサービスの利用控えの懸念
• 結果として利用者の状態像の悪化と財政の負担増

介護保険制度の理念の
根幹が揺らぐ可能性

⚫ ケアプラン作成費用は現状、自己負担なしの全額保険給付で賄われている。
⚫ 利用者が自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、ケアマネジャーが、利用者の心身の状況や置かれて
いる環境に応じた介護サービスを利用するためのケアプランを作成する。プランに基づいて適切なサービスが提
供されるよう、事業者や関係機関との連絡・調整を行い、特定のサービスや事業者に偏ることがないよう、公正
中立に行うことが求められている。

⚫ 自己負担導入により、以下の懸念が考えられる。
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１．共感の輪を広げる（運動のうねりを作る）

〇役職員・組合員リーダー層での「知を力」にした取り組み
・２０２７年介護保険制度改定で何が論議されているのか
・生協グループとしての主張とは
・主張の根拠・裏付け
〇市町村訪問活動の準備と実践

２．効果的に働きかける（変化を生み出す）
〇「生協のアピール（仮）」の発信と活用
〇厚生労働省や部会委員への働きかけ
〇各行政や議会、政党への働きかけ：各地域で

生協として、よりよい制度づくりに向けた取り組み
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